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１．２０１８年１２月期 決算ハイライト

３．２０１８年１２月期 決算内容

（１） ２０１８年１２月期 連結業績

（２）配当金について

（１）連結損益計算書

（２）セグメント別業績

（３）連結キャッシュフロー計算書

２．２０１９年１２月期 業績見通し
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１．２０１８年１２月期 決算ハイライト
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２０１７年１２月期 ２０１８年１２月期
前年同期比

増減額 増減率

売上高 ２０，００２ ２２，３４２ ２，３４０ １１．７％

営業利益 ８３５ ８９５ ６０ ７．２％

経常利益 ８７７ ９４３ ６５ ７．５％

親会社株主に帰属する

当期純利益 ６１５ ６１６ ０ ０．１％

✓売上高は電力部門や環境エネルギー部門（公共分野）、サービス
部門が堅調に推移し増加。

✓営業利益についても電力部門、情報部門、その他部門が堅調に推移。
✓連結業績は増収増益。

１． ２０１８年１２月期 決算ハイライト

単位：百万円

（１）２０１８年１２月期 連結業績
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２０１８年１２月期 ２０１９年１２月期
前年同期比

増減額 増減率

売上高 ２２，３４２ ２３，５００ １，１５８ ５．２％

期首受注残高 １３，３３０ １４，５０４ １，１７４ ８．８％

営業利益 ８９５ １，３００ ４０５ ４５．1％

経常利益 ９４３ １，３４０ ３９７ ４２．１％

親会社株主に帰属する

当期純利益 ６１６ ９００ ２８４ ４６．0％

２． ２０１９年１２月期 業績見通し

単位：百万円
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売上高 セグメント利益

２０１７年１２月期 ２０１８年１２月期

前年同期比

増減率 ２０１７年１２月期 ２０１８年１２月期

前年同期比

増減額

電力部門 ４,３３４ ５，００３ １５．４％ １０５ ３７４ ２６９

環境エネルギー部門 １１,７７５ １２，１４７ ３．２％ ６６０ ２３５ △４２５

情報部門 １,０１９ ９９６ △２．２％ ２３ ９５ ７２

サービス部門 １,５４６ ２，６０６ ６８．５％ ６３ ６８ ５

その他 １,３２６ １，５８８ １９．７％ △１７ １２２ １３９

✓電⼒部⾨ 電⼒システム改⾰に対応した情報制御システム(OT・IT)や、配電設備関連製品が堅調に推移し、
売上・利益ともに増加。

✓環境エネルギー部⾨
⽔処理設備向け監視制御システムや道路設備向け受配電システムが堅調に推移。
⼀般産業向け受配電システムの材料費率や原価率が増加。売上は増加するも利益は減少。

✓情報部⾨ 港湾向け開発案件の受注が下期へずれ込み、売上は減少するも介護認定システムの
更新需要等により利益増加。

✓サービス部⾨ 再⽣可能エネルギー設備向け製品や中国での電気設備および環境設備関連が堅調に推移。
前年度受注の⼤⼝案件があった影響もあり、売上、利益ともに増加。

✓その他 発変電所向け⼯事や電⼦製品の増加。また年間を通じ操業度が改善し売上、利益ともに増加。

（２）セグメント別業績 単位：百万円
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2017年12⽉末 2018年12⽉末 増減額

営業活動による
キャッシュ・フロー △592 838 1,430

投資活動による
キャッシュ・フロー △400 △45 355

財務活動による
キャッシュ・フロー 654 △489 △1,143

現⾦及び現⾦同等物の期末残⾼ 1,226 1,517 291

（３）連結キャッシュフロー計算書

（単位：百万円）
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✓営業活動によるキャッシュフロー
税引前利益・官公庁向け⼤⼝案件の受注による前受⾦が増加。

✓財務活動によるキャッシュフロー
新株式発⾏による収⼊があるも借⼊⾦の返済により減少。




